
 

貸借対照表 
（令和３年３月３１日現在） 

 （単位：円） 

資 産 の 部                 負 債 の 部 

流 動 資 産 375,559,252 流 動 負 債 175,291,489 
現 金 預 金 172,449,789 支 払 手 形 19,066,462 
受 取 手 形 7,271,758 電 子 記 録 債 務 35,625,298 
電 子 記 録 債 権 6,246,845 買     掛     金 12,106,127 
売 掛 金 88,283,976 １年内長期借入金 67,964,000 
商 品 3,024,529 1年内償還予定社債 20,000,000 
製 品 35,614,127 リ ー ス 債 務 8,963,760 
仕 掛 品 42,560,092 未 払 金 3,572,950 
原 材 料 21,201,873 未 払 費 用 1,758,047 
そ の 他 506,263 未 払 法 人 税 等 230,000 

貸 倒 引 当 金 △1,600,000 賞 与 引 当 金 5,177,112 

固 定 資 産 315,475,324 そ の 他 827,733 

有 形 固 定 資 産 236,014,129 固 定 負 債 382,742,981 

建            物  53,188,708 長 期 借 入 金 217,414,000 

建 物 附 属 設 備 22,162,973 社        債 100,000,000 

構 築 物 20,035,484 退 職 給 付 引 当 金 27,433,321 

機   械   装   置 81,993,919 リ ー ス 債 務 37,895,660 

車 両 運 搬 具 410,987   

工 具 器 具 備 品 6,821,577 負 債 合 計 558,034,470 

リ ー ス 資 産 42,609,400   

土        地 8,791,081   

無 形 固 定 資 産 1,333,952  

電 話 加 入 権 862,500 純資産の部 

特 許 権 370,500 株 主 資 本  

そ の 他 100,952 資 本 金 20,000,000 

投資その他の資産 78,127,243 利 益 剰 余 金  

関係会社長期貸付金 48,650,000 繰越利益剰余金 113,000,106 

繰 延 税 金 資 産 25,575,000   
長 期 前 払 費 用 3,807,263   
そ     の     他 94,980 純 資 産 合 計 133,000,106 

資 産 合 計 691,034,576 負債・純資産合計 691,034,576 
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個 別 注 記 表 
 
重要な会計方針に係る事項 
１．この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しております。 

２．棚卸資産の評価方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定） 

３．固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

      法人税法の規定による定率法 

      但し、平成１０年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く。）及び平成２８
年４月１日以降取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法によって
おります。 

  （２）無形固定資産（ソフトウエア） 

      社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

  （３）リース資産 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

４．繰延資産の処理方法 

  社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。 

５．引当金の計上基準 

  （１）貸倒引当金 

      一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

  （２）賞与引当金 

      従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。 

  （３）退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（期末自己
都合要支給額とする簡便法）の見込額に基づき、当期末において発生していると
認められる額を計上しております。 

６．消費税の会計処理 

   税抜方式を採用しております。 

 

貸借対照表注記事項 
１．有形固定資産の減価償却累計額              ８５８，９４２，４５９円 

２．担保に供している資産 

   土地                           ８，７９１，０８１円 

   建物                          ５３，１８８，７０８円 

   合計                          ６１，９７９，７８９円 

  上記に係る債務 

   長期借入金                       ５６，５００，０００円 


